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 第３節 地方分権化をめぐる今後の展開 
 
 移行期間２年間を経て地方分権化を実施する、という中央政府のスケジュールは相当に
野心的である。中央政府の各省庁では、「地方の具体的な話は地方に任せればよい」という
半ば投げやりな空気が広まっており、相当数の職員が地方政府へ移ることになることへの
不安も出ている。複数の県／市にまたがる事項だけを主に担当することになる州政府も同
様である。一方、県／市政府レベルでは、地方分権化というものがほとんど実感できず、
まだ先の話と見なす傾向がうかがえる。 
 すなわち、地方分権化を実施に移しても、その主体となるはずの県／市政府の行政能力
に大きな疑問符がついてしまうのである。たとえば、新法により、県／市政府は外国援助
など対外資金の受入を独自に中央政府へ要請することができるようになる。しかし、県／
市政府が中央政府の許可を経て外国資金を受け入れた際、それを返済する主体が中央政府
になるのか県／市政府なのかがまだ明確でない。県／市政府が対外資金を活用し出した場
合、債務返済負担に苦しむ中央政府が県／市政府の対外資金流入をうまくコントロールで
きるのかどうか。しかも、県／市政府において英語でコミュニケーションしたり案件プロ
ポーザルを書ける人材は極めて少ない。援助機関もこれまでは中央政府にまとめて資金を
提供して、後は中央政府が州、県／市へ適宜資金配分してくれたが、今後はとくに県／市
政府と直接交渉しなければならない場面も出てくる可能性がある。南スラウェシ州では、
地方分権化の対象をむしろ州に置き、州の分権化が進む過程で徐々に県／市へ権限を委譲
していくほうが現実的である、という見解が主流になっている。 
 また、新法では、地方議会に地方首長の監視を行なう機能が明記されたが、多くの地方
議会議員が新人であり、代議員としての経験と能力に不安がある。県知事／市長の権限が
大きくなって地方ボス化する可能性が指摘され、それを抑えるために地方議会の機能が期
待されるわけだが、多政党化している地方議会の議員がそれぞれの政治的思惑で動く傾向
を強め、地方レベルでの政治抗争が激しくなることも考えられる。 
 以上の問題に対処するためには、地方政府の行政能力の向上と人材の育成、地方議会の
議員の能力向上を果たしていくことが急務である。インドネシアで展開する国際援助機関
はそうした方向での支援を打ち出しているが、いずれも時間のかかる作業である。 
 今回実施へ向けて走り出した地方分権化は、統一国家の枠組みのなかで分権化を最大限
に進めていくことを想定している。しかし、さまざまな地方から統一国家の枠組み自体へ
の疑問や批判が急速に現れてきており、その前途は多難である。 
 その大きなきっかけとなったのは、1999 年８月に東ティモールにおける住民投票が実施
され、東ティモールのインドネシアからの離脱が事実上決定されたことであった。1999 年
１月にハビビ前大統領が突如、「政府が提案する広範な自治を受け入れるか否かについて、
東ティモールに選択権を与える」と表明した。このハビビ提案は、インドネシアに残留す
るか離脱して独立するかの選択が東ティモール住民に認められた、と受け止められた。1975
年のインドネシアによる東ティモールの武力併合に反対しつづけてきた西欧諸国はこの提
案を支持し、国連の後ろ盾を得て、住民投票が行われた。しかし独立派住民と併合派住民
の対立が激しくなり、国軍の黙認のもとに併合派民兵が威圧行動を繰り返し、多数の難民
が西ティモールなどへ避難した。最終的には、オーストラリア軍を主力とする多国籍軍が
東ティモールに入り、治安は徐々に回復に向かっている。もっとも現時点では、独立派の
内部で今後の国づくりをめぐる主導権争いが起きそうな兆候が見られる。 
 東ティモールは旧ポルトガル領であり、オランダ領であった他のインドネシアの領域と
は旧宗主国が異なる。このことが、「東ティモールで広範な自治受け入れの賛否を問う住民
投票を実施」という特別扱いを政府が行った最大の根拠であった。一方、他のインドネシ
ア人は東ティモールを最も遅れた地方と見なし、東ティモール人を事実上二級市民と見下
してきた。「自分よりも劣った東ティモール人が最終的に独立を勝ち取った」という事実が
他の地方の人々に「自分たちだって」という感情を引き起こさせたとしてもおかしくない。 
 急速な動きを見せたのが、スマトラ島北端のアチェ特別州である。１１月８日、州都バ
ンダアチェに百万人もの住民が集まり、残留か独立かの賛否を問う住民投票の実施を訴え
た。その後、独立を要求する雰囲気が急速に高まり、ジャワ人など多くの非アチェ人が州
内から脱出し始め、官公庁は機能マヒに陥りつつある。万一の事態に備え、武装し始めた
住民も少なくないといわれる。独立を求める軍事組織・アチェ独立運動（ＧＡＭ）は住民
の軍事訓練に乗り出しているが、１２月４日の大集会で住民投票の実現というレベルを超
えて、アチェ独立を宣言することを構想している。アチェ以外にも、イリアン・ジャヤ州
で分離独立を求める動きが再び活性化しており、独立パプア組織（ＯＰＭ）が公然と活動
を開始している。 
 こうした多極分散への動きは、国家レベルにとどまらず、よりミクロの州・県レベルで
も同時に起こっている。たとえば南スラウェシ州内ではマカッサルでの学生が主張した「ス
ラウェシ独立」に加えて、西北部の複数県が西スラウェシ州として、また東北部の複数県
がタナ・ルウ州として、それぞれ南スラウェシ州からの分離を唱える動きが限定的ながら
現れている。 
 連邦制の議論もこうしたなかで表出してきた。半ば感情に訴えて一気に連邦制の導入（場
合によっては独立）を主張するグループがある一方、統一国家の枠組みのなかで地方分権
化が最大限に進んでから連邦制へ移行すべきだという主張もある。たとえば、南スラウェ
シ州の知識人の間では、地方分権化二法の内容には連邦制の特徴を採り入れた部分がかな
り含まれているとし、地方分権化を連邦制へ向けての一歩と考える認識が広まっている。
一方、１１月初旬、東カリマンタン州議会は全会一致で連邦制の実現を中央政府へ正式に
要求した。リアウ州でも州議会が同様の動きを進めている。もっともこれらの主張は現段
階では地方間でまとまった動きになっていない。たとえば、北・中・東南スラウェシ州の
学生は、南スラウェシ州の学生による「スラウェシ独立」の主張を独善的だと痛烈に批判
している。しかし連邦制をめぐる議論は、まだ限定的であるものの、すでに統一国家維持
への支持を表明した州も含めて、広範囲に広がり始めている。 
 これら統一国家への疑問や批判の背景には、かつて1950年代にジャワ人主体の軍隊によ
って地方反乱を鎮圧されたこと、ジャカルタに天然資源を収奪され続けてきたのに何の見
返りもないこと、などへの不満がある。東ティモールにしてもアチェにしても、中央政府
が彼らの置かれた状況を真摯に理解し、それを実際の行動で示すことで、インドネシアの
一員として適切に処遇されているという意識を住民に抱かせることが可能だったはずであ
る。そうすれば、今回のような展開にはならなかっただろう。中央政府は、反抗する地方
や住民を、ときには武力をもって威圧し、有無を言わさず自らの論理のみに従わせてきた
のであった。 
 ワヒド大統領は１０月末、長期的には連邦制を目指す可能性も含めながら地方分権化を
進めていく方針を表明した。しかし、新政権の閣僚数があまり減らなかったこと、中央政
府で廃止された社会省と情報省の職員を受け入れるようワヒド大統領が一方的に州政府に
要請したこと、などから、南スラウェシ州の識者からは「ワヒド政権は地方分権化に真剣
なのか」という疑念が起こっている。いずれにせよ、中長期的な観点に立った地方分権化
の着実な実施は緊要であり、「分離独立」といった感情的な形のみの議論や地方での政争及
び中央レベルでの政治の動きによってそれが頓挫させられることがあってはならない。 
 感情的な議論や政治の動きは、その度が過ぎると反ジャワ感情、場合によっては反華人・
反外国人感情、そしてインドネシア東部地域では商業を握る南スラウェシ州出身のブギス
人への反発感情を増長してエスニック・グループ間の対立を高めたり、イスラーム国家樹
立への動きを促したりする恐れがある。実際、南スラウェシ州でジャワ人やキリスト教徒
に対する嫌がらせが続いているし、マルク州や新設の北マルク州では宗教対立を煽った暴
動が止まない。現政権にはパンチャシラ（建国五原則）ではなくイスラームを組織存立原
則としている政党も含まれており、地方分権化や連邦制の議論が様々な政治的思惑に引き
ずられる可能性も否定できない。イスラームを組織存立原則としている政党及びスハルト
旧政権やハビビ前政権で中枢に近い立場にいた政治家たちは、とくに民族主義者のシンボ
ルと見なされているメガワティ（現副大統領）の政治力の拡大を阻止する姿勢を一貫して
示し続けている。 
 多民族国家インドネシアは、国家として存在する以上、「多様性のなかの統一」を目指さ
ざるを得ない。スハルト時代の中央集権的統治では軍事力を使ってまで統一国家の箍をは
め続けてきた。その箍がハビビ前政権下で緩み、各勢力の政治的な思惑が複雑に絡みなが
ら、国家として一極に収斂するよりも多極拡散する方向に動き始めた。多くの識者はアチ
ェの行方を重視している。ポルトガル領だった東ティモールは別として、同じオランダ領
で独立戦争を共に戦ったアチェが住民投票によって独立を選択した場合の影響は甚大であ
り、状況次第では、国家解体への可能性が現実化する危険性も否定できないからである。
しかし、だからといって再びスハルト旧政権下のような中央集権の方向へ戻ることはもは
やできない。 
 ワヒド新政権がインドネシアの解体を認めることは、まずない。これを絶対条件とした
うえで、現段階で新政権はアチェ問題への対応を最重要課題と認識し、国軍治安維持部隊
の撤退を命じるとともに、「独立か残留か」ではなく「広範な自治受け入れの賛否」を問う
住民投票の実施を慎重に目指すだろう。東ティモールでの住民投票に関して国民協議会に
十分諮らずに決定してしまったハビビ前政権の轍を踏まないためである。そして、当面は、
アチェでこれ以上分離独立の気運が高まらないように、住民に対してさまざまな融和策を
示すことになる。そのなかには国軍による過去の残虐行為の解明も含まれざるを得ず、国
軍の立場をどう扱うかが難しい課題となる。中央政府は、地方への権限委譲を地方分権化
二法よりも進めたアチェ特別法の制定や、アチェでのイスラーム法の大幅な適用拡大も考
慮している。 
 また地方分権化自体については、将来の統治形態として連邦制を中長期的目標と掲げつ
つ、地方政治レベルでの民主化の進行と絡めながら慎重に進めていくことになるだろう。
その際、地方分権の達成度の目安となる中長期目標を明示し、地方分権化が地方政治ボス
による利権獲得機会として利用される事態を注意深く排除する必要がある。同時に、地方
分権化をインドネシアの民主化過程の一部と位置づけた場合、中央政府がいかに地方政府
に接近できるか、そして政府がいかに民間や住民に接近できるか、という地道な努力が、
インドネシアの解体を回避する重要な鍵を握っているといえるかもしれない。 
 内外マスコミは、難しい政治状況のなかで新政権発足にこぎつけたワヒド大統領を「ミ
ラクル」と賞賛したが、地方分権化の実施や今後の中央＝地方関係の展開において非常に
難しい局面が続く。ワヒド新政権はまだたくさんの「ミラクル」を起こす必要に迫られて
いる。 
（1999年11月20日記。南スラウェシ州マカッサルにて） 
（松井 和久） 
 

